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☑インフラの維持管理・修繕等に係る官民連携事業の導入検討
□官民連携グリーンチャレンジモデル

【 常時・遠隔監視による自治体の安心感を実現 】

遠隔監視によるモニタリングは、道路橋定期点検要領に示された、対策を実施
するまでの期間の措置としての「監視」に対応しています。
変位を追跡的に把握する遠隔監視を実現します。
遠隔常時監視により、”措置をしていない”という不安を低減します。

※ 道路橋定期点検要領の改訂/国土交通省道路局 2019 .2

Infra Eye 導入で変わる自治体の維持管理業務

①提案によって解決する自治体の課題のイメージ

【 本提案の対象となる自治体の想定 】

橋梁を管理している全ての自治体が対象です。特に、市域面積が広く、巡視目視点検の負担が大きな
自治体に有効です。 ※当面のサービスエリアは、北海道、沖縄県、その他島しょ部は対象外となります。

【 本提案による自治体の課題解決の想定 】

(シーズ提案の背景)  定期点検の結果、何らかの措置が必要とされた橋梁は、
点検結果の約 6 割に上ります。今後、インフラの老朽化リスクは加速度的に
増え続けるにも関わらず、技術者不足・予算不足が課題になっています。

(自治体の課題解決の想定) Infra Eyeは、肉眼では分からない微小変位
を24時間365日遠隔監視し、人の足と目による点検業務の負担を軽減し
ます。人とセンサーが相互に補完し、インフラ維持管理業務の効率化・省
人化をサポートします。

②提案の概要

【 遠隔監視によるモニタリングで、橋梁の維持管理をサポート 】

橋梁の桁端部に設置したセンサーが、温度変化等に合わせて刻々と変化する橋台と橋桁の遊間離隔を計測します。
日常的な変位の記録から、それを逸脱したときに、メールで即座にお知らせします。
定期的に取得した計測データ（変位・温度）は、毎日閲覧出来ます。
限られた人員と予算で広範囲に散在する多数の橋梁の維持管理業務をサポートします。

Infra Eye による遠隔監視のイメージ

Infra Eye 監視画面

特許申請中



【 Infra Eye サービス導入フローとコスト 】

【 電池駆動・小型化による利便性向上の創意工夫 】

超低消費電力設計のため、電池だけで5年間の長期間運用を実現できます。
商用電源・中継装置（ゲートウェイ）が不要であり、設置場所の制約が少ない。
メンテナンスが簡略な事により、広範囲に散在する多様な橋梁に取付可能です。

※ DoCoMoのLTE Cat.M1のサービスエリアでご利用いただけます。

【 実証実験の実績 】

①芦屋市（兵庫）②目黒区（東京）③港区（東京）
④春日井市（愛知）⑤嘉麻市（福岡）⑥倉敷市（岡山）
⑦国土交通省関東地方整備局常陸河川国道事務所
⑧国土交通省関東地方整備局横浜国道事務所

【 パスコホームページ 】
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その他

会社名 ：株式会社パスコ
担当部署：事業統括本部社会基盤マネジメント部

担当者：渡辺 隆 ・ 青木 秀樹
連絡先（電話番号）：03-5435-3560

メールアドレス：infraeye@pasco.co.jp

②提案の概要

かんたん便利に、
どこにでも・・・

Infra Eye 価格
（１）基本料金(※1契約あたり) 

200,000円
（２）取付料金(※1橋梁あたり)
①1台目 100,000円
②2台目以降追加 10,000円
（３）サービス料(※月・台あたり)

10,000円

③スキーム（技術）の導入により得られる効果

詳細・お問い合わせ等はこちら ▶▶▶
URL：https://www.pasco.co.jp/products/infraeye/

【 自治体が得られる ”効率化・省人化” 効果 】

Infra Eye による遠隔監視に置き換えることで、職員による巡視目視点検の時間や人員を、
事務作業等の別業務に割り当てることができます。

効率化・省人化の効果イメージ
【 他企業と協働できる ”包括化・広域化”効果 】

インフラの維持管理等に係る官民連携事業スキー
ムにおいて、本技術を導入すれば、広域的・長期
的な維持管理事業の効率化に活用できます。

【 地域住民が感じる ”安全性・安心感”効果 】

センサーによる24時間365日遠隔監視が実現する
ことから、異常の早期発見や予防保全を見据えた
対策が可能となり、住民の安全・安心に繋がります。






